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経営バイタルの強化書 KEIEI VITAL
ファミリーガバナンス・ガイダンスのチェックリストを活用しましょう！

ファミリーガバナンス・ガイダンス

チェックリストや具体的な取り組み事例を参考にファミリーガバナンスを整備しましょう！

1　ファミリーガバナンス・ガイダンスの特長と必要性

経済産業省は、6月5日、「ファミリーガバナンス・ガイダンス」をとりまとめ、公表しました※。
日本の全企業のうち、9割以上がファミリービジネスであると言われており、ファミリービジネスは、国内外での事業・投資を
拡大することで日本経済の成長に大きく貢献しています（【図1】）。
ファミリービジネスは、以下の①～④の特長・強みを有していると言われています。

①長期的な視点：
一般的に、数十年に渡り経営者であり続けるとともに、ファミリー内で経営権を承継することが多いことから、長期的な視点で
の経営を行うことができる。

②迅速な意思決定：
一般的にファミリービジネスの経営者は、大株主でもあり、さらにファミリーの意思決定を取りまとめる立場にあることも多い
ため、ファミリー内、社内においてリーダーシップを発揮しやすく、意思決定を迅速に行うことができる。

③日本経済・地域経済の牽引役：
ファミリービジネスは、全国各地において、地域の雇用を生み出すとともに、取引関係の構築・企業間連携による市場活性化と
波及効果、事業投資等を通じ、地域経済、ひいては日本経済を牽引する重要な存在となっている。

④地域社会への貢献：
ファミリービジネスは、地域行事やまちづくり事業への資金提供、世代を超えたコミュニティーの維持等において重要な役割を
果たしており、それがファミリービジネスへの信用や人的ネットワークの構築につながっている。

ファミリービジネスでは、このような特長・強みがある反面、経営者の独善的行動や成長意欲の減衰、後継者の経営能力不足と
いった、企業価値を毀損しかねない構造的なリスクを内包しています。
ファミリービジネスは、「家族」、「所有」、「経営」の3つの要素で特徴付けられ、創業期には、家族・所有・経営が一体化
しているが、企業が成長する過程で、家族・所有・経営が徐々に分離し、関係性が複雑化するため、ガバナンス上のリスクが顕
在化しやすくなるとされています（【図2】）。
また、日本では、諸外国のファミリービジネスと比べて、ファミリーのパーパス（目的・存在意義）・価値観を明文化し、定期
的かつ意識

【図1】ファミリービジネスのポテンシャル
①成長余力　従業員規模別の平均投資額売上高比率＊1
設備投資額　4.0％　4.6％　5.3％　無形固定資産投資額　0.2％　0.3％　0.7％
研究開発費　0.8％　2.2％　6.7％　能力開発費　0.021％　0.027％　0.032％
（～300名／～2,000名／2,001名～）
②変化余力　コロナ禍の前後における業績推移＊2
売上高推移、2016年度＝100％として指数化　コロナによる業績悪化からの回復が早い
中堅企業106.1％　中小企業105.8％　大企業100.2％（2016～2021）
③社会貢献余力　中堅企業の社会貢献活動の事例
事例①：小松マテーレ　既存建築物の長寿命化に資する耐震補強材の規格策定・市場創出を主導。
事例②：スーパーホテル　2024年1月の能登半島地震を受け、石川、富山両県在住の受験生と同行する保護者を対象に、同
年3月末まで、国内で運営する全172ホテルの宿泊代を無料に。

【図2】ファミリービジネスに関するモデル
家族　所有　経営
創業期　家族・所有・経営が一体化　→　成長期　家族・所有・経営が徐々に分離
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的に伝達しているファミリービジネスが少ない等、ガバナンスポリシーが整備されておらず、ガバナンスルールの文書化も進ん
でいない傾向にあります。
企業の持続的成長の1つの契機になり得る事業承継においては、あらかじめファミリービジネスにおけるガバナンスを整備する
ことが重要であり、適切な事業承継時期の設定及び後継者の選定を行うためには、適切なガバナンスを整備することが必要とさ
れます。

2　具体的な取組

「ファミリーガバナンス・ガイダンス」では、具体的にどのようにファミリーガバナンスを整備していけばよいかを確認するこ
とができるチェックリストが用意されており、チェックリストを活用することで、取組のポイントを整理することができ、また
、ファミリーガバナンス構築に向けた取組の一例として「具体的な取組事例」も紹介されているため、チェックリストとともに
参考にするとよいでしょう。
取組に際して特に重要な事項については、チェックリストで「推奨」と記載されており、重要な事項は「重要」と記載されてい
るため、参考指標としながら、ファミリービジネスの株主構成、役員・従業員・取引先・地域社会等のステークホルダーとの関
係等を総合的に勘案し、自社に最適な形を検討することになります。
なお、チェックリストに記載されている項目すべてについて整備することが要求されているわけではない点に留意することが必
要です。
チェックリストに記載されている項目は、①ファミリービジネスの持続的成長に向けた理念・価値観・ビジョン等、②ファミリ
ーとしての意思決定の仕組み、③ファミリービジネスへのファミリー等の関与方針、④ファミリービジネスの所有・経営の承継
、⑤ステークホルダーへの情報発信の5項目となっており、ファミリーガバナンスを整備するにあたっての優先度もこの順番と
なっています。
各項目では基本的な考え方、取組のポイントを選択してチェックできるようになっています。

【図3】ファミリービジネス・ガイダンスチェックリスト
ファミリーガバナンス・ガイダンス チェックリスト（優先度・内容）

各項目の具体的な取組事例としては、下記のもの等が記載されています。

①ファミリービジネスの持続的成長に向けた理念・価値観・ビジョン等

社内研修等を活用した理念等の浸透の事例：
経営者自身が、社内研修等で理念や価値観等を説明したり、理念等を社内のイントラネットで共有したりすることで、ファミリ
ーメンバーのみならず、他の従業員・役員への浸透を図っている。【建設業・製造業】
理念等の発信を通じ経営陣が自らを律する機会となった事例：
理念（家訓）を自社ホームページ等で公開することで、自らを律することにもつながり、結果として社会的信用の確保にもつな
げている。【食品製造業】
失敗の歴史を次世代へ承継した事例：
古くから、失敗からのフィードバックを教訓として、将来に生かす仕組みを設けている。具体的には、失敗を繰り返さないよう
に注意すべき事項、失念しやすい事項、将来改善を要する事項などの項目を残している。【食品製造業】

②ファミリーとしての意思決定の仕組み

ファミリー集会等の運用例：
開催頻度・会議体
・ファミリー集会を年4回（3月・6月・9月・12月）開催する。
決議方法
・全員一致を原則とし、全員一致に至らない場合は、議長が決定する。
・多数決で決議する際、持株数に関わらず、1家族1議決権とする。
など
関係性構築のための取組事例：
コミュニケーションを円滑にし、親族間の信頼関係を醸成するため、ファミリー集会等の公式な集まりの他に、法事や墓参り、
ファミリーメンバーの新年会・忘年会・食事会・旅行・誕生会等といった非公式なイベントを開催している。【食品製造業】

③ファミリービジネスへのファミリー等の関与方針

ファミリーメンバーの入退社・処遇・登用ルールの事例：
ファミリーメンバーが入社を希望する場合は、ファミリー集会の承認を要する。【製造業・小売業】
取締役の選任方針（選任の客観性確保）の例：
ファミリーメンバーか否かに関わらず、予め定めた取締役就任要件に適合した人材か否かに基づき、ファミリー以外の者を含む
選定委員会で、取締役候補者を最終決定する。

④ファミリービジネスの所有・経営の承継

後継者の育成・登用の事例：
・後継者育成の観点で、幼少期から職場に連れて行ったり、経営の基本的な考え方やファミリービジネスの歴史・価値観を教え
たりしている。基本的な考え方を共有することで、親子間での意見の対立が生じにくくなる。【食品製造業】
・ホールディングス傘下の企業の経営者候補として、社外人材を採用している。【食品製造業】
承継後の先代の役割ルールの事例：
経営方針や投資判断等の次世代に影響がある事項については、先代は口を出さず後継者に一任し、地域社会での要職といった、
これまでの関係性が重要な活動については、承継後も先代が協力している。【機械製造業】

⑤ステークホルダーへの情報発信

ファミリー株主への情報発信の事例：
ファミリー株主が適切に経営状況を把握できるよう、年2回、事業の状況に関して情報共有を行う場を設けている。【卸売業・
食品製造業】
従業員・役員への情報発信の事例：
従業員・役員に対して役員登用方針を明示している。これにより、従業員・役員にも登用の機会が確保されていることが明確に
なり、モチベーション向上につながっている。【機械製造業・不動産業】
地域社会への貢献に関する情報発信の事例：
地域社会への貢献の取組について、自社のホームページ等を通じて情報発信を行うことで、従業員の貢献意欲も向上し、地域住
民からの信頼も高めている。【建設業・不動産業】

※「ファミリーガバナンス・ガイダンス」の公表について（経済産業省）（URL：https://www.meti.go
.jp/press/2026/06/20260605001/20260605001.html）
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